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平成１９年度次世代廃棄物処理技術基盤整備事業補助金に係る
応募書類の記入例

記入例１ 実施計画書（別紙様式第１） ……２
記入例２ 事業実施工程表（実施計画書添付書類(4)） ……９
記入例３ 事業資金調達総括表（実施計画書添付書類(6)） ……10

＜ 応募書類を記入、提出する前に！ ＞

○ 本記入例をよく読み、応募書類を作成し、添付書類を準備して
ください。

廃棄物処理等科学研究○ いくつか注意すべき決まりがありますので、
費 次世代廃棄物処理技術基盤整備事業補助金公募要領だけでなく、必ず、
交付要綱、 交付取扱要領をよく次世代廃棄物処理技術基盤整備事業補助金

お読みください。以降、これらに定めた事項は周知のものとして
取り進めます。
○ 上記の要綱、要領等に示した事項が遵守されていない場合は応
募書類を受理しません。
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記入例１

平成 年度次世代廃棄物処理技術基盤整備事業補助金 実施計画書１９

平成 年 月 日○ ○ ○

環 境 大 臣

殿若林 正俊

ﾄｳｷｮｳﾄﾁﾖﾀﾞｸフリガナ

〒100-8975 東京都千代田区○○○住所

ｶﾌﾞｼｷｶｲｼｬ **** ﾀﾞｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸｼｬﾁｮｳフリガナ

株式会社○○ 代表取締役社長申請者 名称・職名

ｶﾝｷｮｳ ｼｮｳｲﾁフリガナ

環境 省一氏名

平成 年度次世代廃棄物処理技術基盤整備事業補助金による技術開発事業を実施したいので、次の１９

とおり実施計画書を提出する。

○○○の△△△へのリサイクル技術の開発１．事業名

（重点② アスベスト廃棄物の無害化処理に関する技術開発）（分野）

（分野については、一般枠と重点枠の中から一つを記入）

（13所要経費(8)要国庫補助金額を記入）２．補助金所要額 金 円20,000,000

３．事業予定期間 平成 年 月 日から平成 年 月 日まで19 ○ ○ 20 ○ ○

（補助金交付の決定以降の事業が対象になるため、予定期間の記入には留意）

４．技術開発担当者及び経理事務担当者

ｻｯﾎﾟﾛｼ ﾁｭｳｵｳｸ技術開発担当者 フリガナ

〒060-8588 札幌市中央区南○条西□丁目住所

ｶﾌﾞｼｷｶｲｼｬ ｷﾞｼﾞｭﾂｶｲﾊﾂ ｼﾝｷｶｲﾊﾂｶﾁｮｳフリガナ

株式会社○○ 技術開発センター 新規開発課長所属名・職名

ﾊｲｿｳ ﾉﾘｵフリガナ

廃掃 法男氏名

011-○○○－△△△△電話番号

011-○○○－△△△△ファクシミリ

○○＠○○．ｃｏ．ｊｐE-mail
ﾄｳｷｮｳﾄ ﾁﾖﾀﾞｸ経理事務担当者 フリガナ

〒100-8975 東京都千代田区○○○住所

ｶﾌﾞｼｷｶｲｼｬ ｹｲﾘﾌﾞｹｲﾘｶﾁｮｳフリガナ

株式会社○○ 経理部経理課長所属名・職名

ｾｺｳ ﾚｲｺフリガナ

施行 令子氏名

03-○○○○－△△△△電話番号

03-○○○○－△△△△ファクシミリ

○○＠○○．ｃｏ．ｊｐE-mail

本書に記載された技術開発担当
者及び経理担当者のみが二次審査
（ヒアリング）に出席できます。それ
以外の方は出席できません。

絡及びなお、以後、当方からの連
書類の郵送は技術開発担当者欄
に記載された連絡先あてに直接行
いますので留意願います。したが
って、この欄には、事業の内容を
理解している担当者を記載してく
ださい。

記載漏れのな

いように注意

記載漏れのないように注

意（提出日を記入）

記載漏れのな

いように注意

記載漏れのな

いように注意
代表者を記入

本事業の技術開発の中心と

なる者）を１名のみ記入

本事業の経理的責任を有

する者を１名のみ記入
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５．事業の概要（句読点を含め３００字以上５００字未満）

本事業において開発する技術の概要（全体像）を記入すること。

※ ここで記載された概要をそのままホームページへの掲載や事業の紹介等に使用するので、本事

業を網羅的かつ的確、簡潔に説明すること。

６．事業の目的（句読点を含め３００字以上５００字未満）

本事業が達成すべき目標を端的に記入すること。

※ 本技術開発において達成を目指す事項を簡潔明瞭に記載のこと。

※ 本技術開発により派生して、最終的に何をどうするのかを簡単に記載のこと。

※ 本技術の最終的な実用規模（処理能力）を記載のこと。

７．本事業の実施が必要となった社会的背景（句読点を含め３００字以上５００字未満）

本事業の実施により解決しなければならない廃棄物処理に係る課題について、歴史的経過、現状等の

社会的背景（廃棄物の排出元、年間排出量及び近年の排出量の推移等の数値データを含む）、これらの

背景に対し、本技術開発が必要な理由を具体的に記入すること。

８．本事業に関連する国内・国外における技術開発状況及び本事業の特色・独創的な点

（句読点を含め３００字以上５００字未満）

本事業に類似する事例及びその開発状況を記入するとともに、本事業が有する他の事例にはない特徴

や独創的な部分について具体的に記入すること。（新規性、独創性のない課題は応募できません。）

９．本事業において処理の対象とする廃棄物の種類

本事業が取り扱う廃棄物の種類・性状について具体的に記入すること。

１０．本事業において開発する技術の詳細（句読点を含め８００字以内）

本事業における開発する技術について、詳細に記載のこと。

また、次の事項についても記載すること。

○ 試料分析を行う場合、分析項目と目的

○ 処理する廃棄物の処理過程での化学的、物理的機序、エネルギー収支等

１１．本事業により実証施設を設置する場合はその設置場所、設置規模及び設置基数

本事業により実証施設を設置する場合、設置場所、規模（処理能力）、設置基数、処理方式、稼働条件

等施設に関する事項を記入すること。

１２．本事業により開発する技術がもたらす効果（句読点を含め３００字以上５００字未満）

本事業により目的を達成した場合、どのような効果が得られるか、どのような課題があるか、主に次の事

項について記入すること。

○ 実用機としてどのくらいの規模を想定しているか。

○ 従来技術と比べ、どの程度経済性が見込まれるか。

○ 実用機や処理後物の販売ルートの確保の見通し。

○ 市場参入に当たりどのような追い風、阻害要因があるか。

○ 対象廃棄物の排出量の削減や処理量の増加がどの程度見込まれるか。

○ その他、得られる効果、今後の課題
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１３．所要経費

( ) 総事業費 ( ) 寄付金その他の収 ( ) 差引額 ( ) 補助対象経費支出予1 2 3 4
入額 ( ) ( ) 定額1 - 2

40,000,000円 0円 40,000,000円 30,000,000円

( ) 国庫補助基本額 ( ) 補助金所要額 ( ) 仕入に係る消費税 ( ) 要国庫補助金額5 6 7 8
( )と( )を比較して少 ( )×１２ 等相当額 ( ) ( )3 4 5 / 6 - 7
ない方の額

30,000,000円 15,000,000円 （該当なし）円 15,000,000円

※補助要綱第１２条第２項に定められた消費税額がな
い場合は「該当なし」と記入し、明らかでない場合は
「未確定」と記入すること。

（ ）( ) 補助対象経費支出予定額内訳 円9
経費区分 金 額 積 算 内 訳

一 設備費 △△△△ （設備費小計）

イ 設計費 ○○○○ 設計委託費

※内訳

（設計を外注する場合であっても、外注費の項でなくこの項に記載のこ

と。自ら設計する場合は「直接設計」と記入し、ここでは費用を計上し

ないこと。直接設計の場合で設計に係る消費財等の費用がある場合

には、物品費に計上のこと。人件費は対象とならない。なお、外注の

場合は、事前に見積書を徴し見積合わせを行うこと。）

ロ 建設費 ○○○○ ○○施設建設委託費 ○○○○

材料費 ＠△△×△本＋消費税△△＝□□□□

労務費 ＠△△×△人＋消費税△△＝□□□□

現場管理費 ○○の×％ □□□□

一般管理費 □□の×％ □□□□

（賃借可能な場合は賃借とすること。なお、事前に見積書を徴し見積

合わせを行うこと。また、建て屋の建設や技術開発に直接関係しない

工事等は認めない。）

ハ 機械装置 ○○○○ ○○設備リース料 ○○○○

購入費 材料費 ＠△△×△基＋消費税△△＝□□□□

製作労務費 ＠△△×△人＋消費税△△＝□□□□

据付労務費 ＠△△×△人＋消費税△△＝□□□□

現場管理費 ○○の×％ □□□□

一般管理費 □□の×％ □□□□

（実証施設等の構成設備の購入・据付、その他備品に当たる機器購

入に直接要する経費の内訳を記入すること。賃借可能な場合は賃借

をとすること。なお、事前に見積書を徴し見積合わせを行うこと。）

二 材料費 △△△△ ○○○材料 ＠△△×△ｔ＋消費税△△＝○○○○

（試験のため、処理に供する材料は原則として購入すること。無償で

材料を引き取ったり、処理料金を徴収した材料を使う場合、廃棄物処

理業となる可能性があり、本事業の対象とならないので、留意するこ

と。）

三 物品費 △△△△ ○○○

＠△△×△個＋消費税△△＝○○○○

＠□□×△本＋消費税△△＝○○○○

（技術開発者が通常備えるべき物品を購入するための経費は対象と

しません。また、単価と数量を明記すること。）

【対象とする経費】
設備、システムの設計に係
る経費

1,000円未満の端数

はここで切り捨て

仕入れに係る消費税であ

り、通常の物品購入の消費

税とは異なるので注意

【対象とする経費】
実証施設等の構成設備の
賃借、購入、据付、その他
備品に当たる機器の賃借、
購入に直接要する経費

【対象とする経費】
試験対象の材料（処理する
廃棄物）の確保に直接要す
る経費

【対象とする経費】
実証施設等の建設に直接
要する経費

【対象とする経費】
本技術開発に直接必要な
薬品、消耗品等の購入に
直接要する経費
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四 外注費 △△△△ ○○○委託費

内訳

（設計、試料分析、大型コンピュータを利用した解析の委託（外注）費

については、それぞれの項に計上のこと。なお、事前に見積書を徴し

見積合わせを行うこと。）

五 諸経費 △△△△

旅費 ○○○○ ○○○装置現地運転確認

○○部長 氏名 ○○（場所）～××（場所）○泊△日

△回×＠△△＝○○○○

（＠＝宿泊料△△＋日当△△＋鉄道△△）

（出張の目的、出張者の職氏名、具体的な出発地・到着地、旅行日

数、内訳について記入すること。旅費単価については国家公務員等の

旅費に関する法律、国家公務員等の旅費支給規程の例によること。

別記「 ）また、 《旅費について》」をよく読み積算のこと。

印刷製本費 ○○○○ ○○印刷費 ＠△△×△部＋消費税△△＝○○○○

（印刷費、製本費があれば記入すること。なお、当方に提出する報告

書は、印刷業者に依頼して印刷製本したものでなく、コピー等により編

纂したもので構わないので留意すること。）

文献購入費 ○○○○ ○○○○（誌名） ＠△△×１冊＋消費税△△＝○○○○

（書名、出版元、価格を具体的に記入すること。なお、技術開発者の

営業目的等を勘案し、通常備えるべき文献は対象としない。）

通信運搬費 ○○○○ ○○○運搬料（××→□□） ＠△△×△個＝○○○○

（特に電話料については、本技術開発のみに利用された料金であるこ

とを証明できるものに限ることに留意のこと。）

光熱水料 ○○○○ ○○施設運転電気代

＠△△×△kW×△h＋消費税△△＝○○○○

（事前に消費電力、消費水量等の内訳を示せるもので、かつ、本事業

専用メーターにより実際に消費した分の証票を提出できるもの。）

コンピュー ○○○○ ○○解析用

タ使用料 ＠△△×△か月＋消費税△△＝○○○○

（事前に見積書を徴し見積合わせを行うこと。）

試料分析鑑 ○○○○ ○○分析委託（分析項目○○、□□、△△ ３項目一括分析）

定料 ＠△△×△検体×△回＋消費税△△＝○○○○

（分析項目毎に記入すること。また、必ず単価と件数を明記すること。

法令に定められた基準等の項目に係る分析の場合は「最終処分場地

下水等基準２３項目」等の略式表現であってもよい。事前に見積書を

徴し見積合わせを行うこと。）

【対象とする経費】
業務の一部を第３者に委託
したときにかかる経費

【対象とする経費】
本技術開発に係り職員が
出張した際の宿泊料、日
当、公共の交通機関の費
用として、その職員に支給
する経費

【対象とする経費】
印刷物の作成にかかる経
費

【対象とする経費】
本事業に直接必要となる文
献の購入費

【対象とする経費】
本事業に直接必要な切手、
はがき、運送代、通信・電
話料の経費

【対象とする経費】
本事業に直接必要な電気
料、水道料、ガス料

【対象とする経費】
コンピュータによるデータ解
析等を外注する場合（外部
の大型コンピュータを使っ
て計算する場合等）の経費

【対象とする経費】
本事業に直接関係する試
料分析で、第３者の計量証
明書を出せる機関に委託し
たときの経費
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傭上費 ○○○○ ○○データ整理

＠△△×△人×□日＝○○○○

（自社や関連会社、共同研究者の社員の賃金は対象とならない。直接

短期雇用する場合は、原則として交付要領の別表第１の単価を使用

すること。人材派遣会社からの派遣に伴う費用についてもここに計上

し、その場合は ）事前に見積書を徴し見積合わせを行うこと。

技術指導の ○○○○ ○○技術指導

受入等に必 謝金 ＠△△×△人＝△△△△

要な経費 旅費 所属 職名 氏名

○○（場所）～○○（場所） △泊×日

△回×＠△△＝○○○○

（＠＝宿泊料△△＋日当△△＋鉄道△△）

（旅費については、国家公務員等の旅費に関する法律、国家公務員

等の旅費支給規程の例により、内訳を記載すること。謝金について

は、 なお、共同原則として交付要領の別表第１の単価を使用すること。

研究者の技術開発場所等までの旅費はこの経費の対象とならないの

で、旅費に計上し、共同研究者に対する謝金は認められない。また、

機械装置のメーカー側の操作説明、海外技術者の招へいは対象とな

らない。）

合 計 30,000,000円

４．添付書類（該当しない場合は除く）1
（１）共同技術開発の場合、共同技術開発者一覧表及び体制表

住所、氏名、職業を記入のこと（個人以外の場合は技術開発担当者、経理事務担当者の所属住所、

職名、氏名をあわせて記入のこと）

（２）事業実施組織表（各法人等毎）

（３）実証施設概略図

（４）事業実施工程表

（５）廃棄物処理等のフローチャート

（６）事業資金調達総括表 （自己資金、借入金等記入）

（７）事業が２年以上に及ぶ場合 ２年目以降の年度毎の事業内容を示した実施計画

（８）法人登記簿抄本

（９）貸借対照表、損益計算書、法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類 ３年分

決算報告書、有価証券報告書等のうち、貸借対照表、損益計算書部分の抜すいを添付すること。

法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類は税務署が発行したものとし、納付すべき額が

ない場合（ 円）であっても添付すること。0
（ ）技術開発に係る基礎研究、応用研究が終了していることを示す書類10

学術論文の概要書 報文 学術図書の抜すいなど 基礎研究 応用研究の成果の概要を示す書類、 、 、 、

を添付すること 当該書類は 報告者である研究者の所属 氏名を明らかにしたもので 数ページ。 、 、 、

程度の要約書とし、( )の添付資料全体として、１０枚以内におさめること。10
なお 一般雑誌のインタビュー記事 コマーシャル記事 自社のパンフレット等 学術的論文と、 、 、 、

認められないものは当該書類として認めない。

（11）業種等調書

別添の様式を使用のこと。

※ 上記のうち （８ （９ （11）については、共同技術開発の場合、共同技術開発者分も含む。、 ） ）

《計画書提出時の他留意事項》

※１ 添付書類は図面等を含めすべてＡ４版とすること Ａ４版以外のものについては 拡大又は縮小。 、

し添付すること。

※２ 本書に掲げられた添付書類以外の書類の添付は認めない。

【対象とする経費】
資料整理作業員等の日々
（臨時に）雇用する単純労
務に服する者（アルバイト）
に対する賃金

【対象とする経費】
本技術開発に必要不可欠
な技術開発の指導を受け
るため、学識経験者や専門
家を短期的に招へいしたと
きの謝金及び旅費
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《所要経費積算に当たっての注意事項》
※「13．所要経費」を積算するに当たり、以下の事項について厳守すること。このとお

り積算されていない場合は、補助の対象とならない。

１ 全体的な注意事項

(1) 応募時の計画書記載内容によりその採否を判断していることから、安易な計画の

変更は認められないので留意すること。当方が提示した補助額では事業が遂行でき

ないという場合には、事業を取り下げていただくこととなるので留意すること。

(2) 計画書に記述した積算と申請書の積算を変更しても構わないが、記入例及び本注

意事項をよく読み、積算すること。

(3) 申請書受理後、事業費の費目間流用については、変更申請の手続きが必要（一部

の場合を除く ）となる。この手続きには多大な時間を要することとなり、場合に。

よっては支払ができなくなることがあるので、申請書の積算の際は十分に検討する

こと。

(4) 正当な理由なく、目標が達成されない場合及び事業内容に変更がある場合には、

補助金の全部又は一部を交付しない場合がある。

(5) 設備費、外注費、試料分析鑑定料、また、単価や購入額の大きい物品（３０万円

を超えるもの）等については、費用の積算に当たり、詳細な仕様を示した書類を用いて見

積合わせの上、十分な検討を行い、必要経費をできるだけ抑えるようにすること。

(6) 申請書の提出の前に、補助対象経費支出予定額の内訳は、計算間違いのないよう

必ず複数の担当者で確認すること。

２ 記入に関する注意事項

(1) 全費目関連

① 消費税額は、それぞれの発注ごとに算出するものとし、円未満の端数を切り捨てて計

上すること。

② 費目については、補助対象経費支出予定額内訳の経費区分に示されている区分に従い分類

のこと。この区分に該当しない経費は補助対象とならない。

③ 本補助金により取得したすべての装置、機器、物品等は当該技術開発に係る事業

にしか使用できない。実証施設として利用しなくなったり目的外使用する場合は、

諸手続とともに交付金の返還が必要であるので留意すること。

④ 共同技術開発者が必要とする物品等はそれぞれの費目に積算のこと。

(2) 設備費

①【建設費】コンクリート基礎をしっかりと行う高耐久なものは認められないので留

意すること （あくまでも実証試験期間中の施設の建設であること。また、上述の。

とおり、財産処分制限があることから、原則賃貸施設を使用すること。

② 建屋の建設（簡易なものを除く ）にかかる経費は補助の対象とならない。。

( ) 物品費3
① 会社の事業内容に照らして当然備えているべき機器、汎用性の高い備品等（パソ

コン、机、いす事務機器等）の購入は補助の対象とならない。

② ２( )③のとおり、財産処分制限があるため、機械装置は、極力リースで対応す1
ること。
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( ) 外注費4
共同技術開発者に対する外注費の支払いはできない。

( ) 諸経費5
①【旅費】

・ 国家公務員等の旅費に関する法律、国家公務員等の旅費支給規程により、交通費は実費

（原則として最も経済的な方法 、宿泊料、日当は定額とすること（ 電子政府の総合） 「

窓口」 中「法令データ提供システム」から閲覧可能、又は取扱要領http://www.e-gov.go.jp/
の別表第２参照 。）

・ 支払の対象となるのは、事業実施組織表に記載のある者（共同技術開発者を含

む ）が、本技術開発に直接関係する用務に対する国内の旅費である。。

・ いつ、誰が、どこに、何の用務で行くのかを明確にし、内訳を示すこと。

・ 交通費については、原則として公共の交通機関以外のものは対象としない（例：

タクシー代、ガソリン代、駐車料金等 。）

・ 社有車での出張におけるガソリン代は物品費として計上し、有料道路代、駐車料

金等は、本補助金の対象とならない。

②【印刷製本費】報告書は製本する必要がないので、印刷製本費で当該事業に係る報

告書を見込む必要はない。

③【通信運搬費】本事業に直接関係するものとし、機器の運搬などの大がかりな運搬

については、必ず見積により積算すること。

④【光熱水料】本事業に直接関係するものしか支払うことができないことから、例え

ば実証実験に係るものだけを単独でメーター等により確認できる場合のみを対象と

すること。また、予算の不消化がないよう、最低限のもので見積もること。

⑤【試料分析鑑定料】分析項目、サンプル数、分析回数を明記し、見積により積算す

ること。

⑥【傭上費】単純作業、日雇いのアルバイトだけが対象となり、その単価は、原則国

の規定のとおりとすること（取扱要領の別表第１参照 。）

⑦【技術指導の受け入れ等に必要な経費】招へい者、期間、回数等を具体的に示し、

謝金については国の規定のとおりとすること（取扱要領の別表第１参照 。）

技術指導の受け入れ等に必要な経費については、機器の操作に係るメーカーの指

導や共同研究者の招へいは対象とならないので留意すること。

( ) その他6
以下の経費は補助の対象とならない。

① 技術開発者の人件費、退職金、ボーナスその他各種手当など雇用関係が生ずるよ

うな月極の給与

② 技術開発に必要な用地の確保に要する経費

③ 技術開発に直接関係のない学会、講演会、会議等の出席のための旅費・参加費

④ 技術開発中に発生した事故・災害の処理に要する経費

⑤ 技術開発により排出された廃棄物の処理に要する経費

⑥ 技術開発に係る特許出願料等の登録免許に関する経費（本補助金の対象となった

中小企業においては、出願の際等に優遇措置がある ）。

⑦ その他、技術開発の実施に関連性のない経費
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記入例２

事業実施工程表

平成〇〇 工 種 備考

年度

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

〇〇機械設計

〇〇建設設計〇〇機械装置

〇〇機械装置

据付

〇〇建設

〇〇回路

設計

〇〇制御

盤製作

電気工事

機械装置運転・データ収集

データ整理・解析

考察・報告書作成
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記入例３

事業資金調達総括表

区 分 金 額 備 考

自己資金 株式会社 〇〇 8,000,000

△△ 株式会社 5,000,000

借入金 株式会社 〇〇 4,000,000

△△ 株式会社 3,000,000

自己資金による立替 株式会社 〇〇 20,000,000 補助金を充当

合 計 40,000,000

合計は計画書の(1)総事
業費と一致すること


